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１．問題と目的 

１ 学校不適応の問題 

現在、不登校やいじめなどの学校不適応の問題は

年々増え続けており、高止まりの状態である。「令和

４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸

課題に関する調査」のデータによると、小中学校にお

ける不登校全児童生徒の割合は 3.2％(前年度 2.6％)

で、10 年連続で増加している。不登校児童生徒の

55.4％（前年度 55.0%）は 90 日以上欠席している。

また、小・中・高等学校及び特別支援学校におけるい

じめの認知件数も前年度に比べ 10.8％増加し、過去

最多となった。新型コロナ感染症の影響から、物理的

にも心理的にも人と人との距離が生じ、不安や悩みを

気軽に相談できなかったり、一人で抱え込んだりする

子どもたちの存在が指摘されている（文部科学

省,2021）。子どもたちの変化や SOS を周囲の大人た

ちが敏感に感じ取り、支援に繋げていく教育相談体制

の充実が求められる。 

 

２ 「悩みを誰にも相談しない」若者問題 

一方で、このような学校不適応の問題を抱えている

状態でも、悩みを誰にも相談しない若者の多さも指摘

されている。例えば、独立行政法人日本学生支援機構

(JASSO)が取りまとめた「大学等における学生支援の

取組状況に関する調査（令和 3 年度）」によると、学

生相談に関する今後の課題として、特に必要性が高い

と思われる事項について、「悩みを抱えていながら相

談に来ない学生への対応」が大学全体の 87.7%で最も

高いことが報告されている。国際比較でも、日本の若

年層が相談しないことが指摘されている。内閣府が

13〜29 歳の子ども・若者を対象に行った「我が国と

諸外国の若者の意識に関する調査 （平成 30 年度）」

では、悩みや心配事の相談相手として「誰にも相談し

ない」は日本が 19.9％と諸外国と比べて最も高い。 

では、相談するとしたら誰を選ぶのか。「こども・

若者の意識と生活に関する調査 （令和４年度）」の

中の 10 歳〜14 歳を対象とした調査によると、落ち込

んだときの相談相手として、「家族や親せき」

（73.4％）と「学校の友だち」（71.6％）が７割を上

回り、以下「学校の先生」（28.7％）、「先輩や後輩」

（13.9％)、などの順となっている。年齢が上がるに

つれてそれぞれの数値は下がるものの、子どもたちに

とって友人は家族と同じくらい重要な存在と言える。

近年、予防開発的教育相談として、日常的な子どもた

ち同士での助け合いや支え合いを促すことを目指した

「ピア・サポート」の実践も多い。 

このような状況を鑑みても、子どもたちが自分自身

では解決が困難な出来事や援助が必要な状況で、他者

に対して悩みを相談できたり、援助を求めることがで

きることは非常に重要である。子どもたちが様々な援

助者に援助を求めるかどうかという態度や考えを知る

ことの意義は大きい。さらに、日常的に子どもたちが

SOS を出しやすい状態であることは、我々大人たちが

適切なタイミングで十分な支援を行う上でも有効であ

ると考えられる。 

 

３ 被援助志向性の定義と把握の必要性 

学校不適応の問題や学生相談に関する課題を考える

上で、子どもたちが身近な援助者に援助を求めるかど

うかという被援助志向性（help−seeking preference）

を捉えることは非常に重要である。被援助志向性とは、

「個人が、情緒的、行動問題および現実生活における

中心的な問題でカウンセリングやメンタルヘルスサー

ビスの専門家、教師などの職業的な援助者および友

人・家族などのインフォーマルな援助者に援助を求め

るかどうかについての認知的枠組み」と定義される

（水野・石隈,1999）。この被援助志向性を高めるこ

とが援助要請行動（help−seeking behavior）につな

がると考えられている。 

こ の 被 援 助 志 向 性 に つ い て は 、 援 助 要 請

（help−seeking）の下位概念として注目されてきた。

人に助けを求めたり、悩みを相談したりする現象を扱

う援助要請研究においては、被援助志向性の他に、援

助要請行動(help-seeking behavior「過去に実際に相

談した経験」(Rickwood & Braithwaite, 1994))、援

助要請意図(help-seeking intention「もし今悩んで

いるとしたら相談すると思うか」(Ciarrochi et al., 

2003))、援助要請意志(willingness to seek help

「これから先に悩んだとしたら相談したいと思うか」

(Garland & Zigler, 1994))、援助要請態度(attitude 

toward seekinghelp「援助を要請することに対する肯

定的・否定的な態度」(Kuhl et al., 1997))などの概

念がある。これらの下位概念は主に行動面と認知面に

整理できるが、被援助志向性は援助要請の認知的概念

である意図や意志、態度を区別せずに捉える包括的役

割を担っている。よって本研究でも「援助要請の認知

面を大きく捉えた概念」を「被援助志向性」として扱

っていく。 

 

４ 被援助志向性の先行研究(個人内要因) 

児童生徒の被援助志向性を高める規定要因の研究は

これまでにもいくつかあるが、それらの多くが個人内

要因を見出したものである。例えば、水野ら(2006)は

自尊感情と被援助志向性の関連を分析し、自尊感情が



 

高いほど援助を求める傾向があり（被援助志向性が高

い）、自尊感情の低い中学生は援助を求めにくい（被

援助志向性が低い）ことを示した。水野・山口(2009)

は、子ども自身が自己の否定的な情動を捉えて、その

解決のためには援助が必要だと認識し、学校における

援助サービスを有効活用することが重要であるとした。

そして、周囲の人の情動の理解・自己の情動の調整と

もに高い群の生徒の援助の肯定的側面（被援助志向性）

が有意に高いことを明らかにした。同様に、江口ら

(2009)も、中学生においては情動をコントロールする

こと、高校生においては自分の情動を表現できること

が被援助志向性と関連することを明らかにした。 

 

５ 先行研究（環境要因） 

一方で、被援助志向性の規定要因としては環境要因

の可能性も考えられる。援助要請の研究では、教師と

の関係が援助要請行動や援助要請意図（被援助志向性）

を高めることが明らかになっている。日頃の担任教師

との関係性や担任教師からの働きかけの児童生徒の認

知が、教師への援助要請につながる要因の一つである

とされてきた。 例えば、教師が支援的であると感じ

ている生徒は教師への援助要請に対して肯定的である

という指摘(Eliot et al, 2010)や 、教師との関係が

良いほどいじめ場面での援助要請意図が高かったとい

う報告(山中・平石,2015)がある。さらに中井(2022)

は、担任教師への信頼感が生徒の実際の援助要請行動

と関連することを明らかにしている。日常的に教師に

対する安心感を高める働きかけを行い、生徒の援助要

請意図（被援助志向性）を高めておくことが、実際の

援助要請行動につながると考えられる。 

このように、環境要因として教師との関係性や教師

の働きかけが援助要請意図（被援助志向性）や援助要

請行動に関わるということを踏まえれば、日常の学級

内での被援助志向性にもそれらが関連している可能性

が推察される。 

しかし、具体的な教師の働きかけについては明らか

になっていない。そこで本研究では、自己決定理論

(self-determination theory : Ryan & Deci, 2000)

の下位理論の一つである基本的心理欲求理論(basic 

psychological needs theory)から教師の欲求支援行

動に着目して検討する。これまでの研究では、児童個

人に対する働きかけ（日々のあいさつや褒める行為）

及び学級全体に対する働きかけ（声掛けや指導）と教

師への被援助志向性の関連(浅原・秋光,2017)や、教

師ー生徒間・生徒ー生徒間の援助要請を促す働きかけ

と学習面での援助要請意図（被援助志向性）や援助要

請行動の関連(後藤・中谷,2018 ; 後藤・赤松,2020)

を検討しているが、教師の欲求支援・阻害行動と生徒

の被援助志向性を見たものはない。 

基本的心理欲求理論では、人間の三つの基本的心理

欲 求 (basic psychological needs) を 自 律 性

(autonomy) 、 有 能 感 (competence) 、 関 係 性

(relatedness)であるとし、これら全てが満たされた

とき、人間は完全に機能した状態になり、well-being

が高まると説明されている(Deci & Ryan, 2002)。個

人の基本的心理欲求の充足には、重要な他者による特

定の行動である欲求支援・阻害行動からの影響が指摘

されている(Weinstein, 2014)。 基本的心理欲求の

充足が学校生活の様々な場面での適応や学業成績の向

上につながる(西村・櫻井, 2015)ことからも教師の欲

求支援・阻害行動の影響を明らかにすることは意義が

あると考えられる。 

  

６ 学級風土を媒介するのではという推測 

加えて、このような教師の支援行動や指導行動は学

級風土にも影響を与え、学級風土が生徒の被援助志向

性を高める可能性が考えられる。後藤・平石(2013)は、

学習・進路的悩みと心理・対人的悩みでは男女ともに、

学級の援助要請規範が個人の援助要請態度を媒介し被

援助志向性を高める、という結果を得た。このことか

ら、学級全体として相談することを肯定的に捉えるこ

とのできる暖かい雰囲気を醸成していくことの重要性

が示唆された。学級内のいじめ場面での被援助志向性

と「学級集団の状態」や「スクールモラール」（いず

れも学級風土と同義）との関連を検討した研究も発達

段階ごとにいくつかある（小学生は田村,2016 ; 水

野・永井,2018、大学生は本田,2018）。例えば本田

(2018)は、いじめ傍観者の被援助志向性がいじめ否定

学級規範と関連することを明らかにし、いじめを認め

ない学級規範を築いていく重要性を指摘している。ま

た、担任に対する信頼感と生徒の学校適応感との関連

を検討した西、石津(2022)も、担任への信頼感が直接

的にも、学級雰囲気（学級風土と同様に扱われている）

を媒介して間接的にも学校適応感に影響していること

を明らかにした。 

近年、教師が生徒に対して情緒的で支援的な働きか

けをしていると、その教師の働きかけが学級ですべき

行動のモデルとして捉えられ、生徒同士でも同様の行

動をとることが示されている(Gest&Rodkin, 2011 ; 

Luckner&Pianta, 2011)。このことから、教師が自律

性支援行動(相手の立場に立ち、相手に選択肢や機会

を与え、要求をする際に論理的根拠を提供する行動)、

有能感支援行動(相手に対して、一貫した肯定的な期

待を抱き、ポジティブなフィードバックを提供し、相

手が目標を達成できると信じるといった行動)、関係

性支援行動(相手に対して、理解や好意を示し、相手

が従事している活動について関心を持ち、関わろうと

する行動)という欲求支援行動をすることで、生徒同

士でも同様の行動が学級ですべき行動であることを認

識し、生徒たちがお互いに情緒的で支援的な働きかけ

をしやすくなることが考えられる。これらのことから、

日頃の担任教師との関係性や担任教師の働きかけが直

接的にも、あるいは学級風土を媒介して間接的にも、

生徒の被援助志向性に関連すると推察される。 

 

７ 本研究の目的まとめ 

そこで、担任教師との関係性や担任教師の働きかけ

が直接、または「自然な自己開示」という学級風土を

媒介して、学級内の被援助志向性とどのように関わる

のかということを検討するために仮説モデルを設定し

た。本研究の仮説は以下の２点である。  

仮説１ 担任教師の欲求支援行動（「自律性支援行



 

動」「有能感支援行動」「関係性支援行動」）に対す

る認知は、直接的に学級内の「被援助に対する懸念や

抵抗感の低さ」に負の影響、「被援助に対する肯定的

態度」に正の影響を与える。 

仮説２ 担任教師の欲求支援行動（「自律性支援行

動」「有能感支援行動」「関係性支援行動」）に対す

る認知は、学級内の「自然な自己開示」に正の影響を

及ぼし、その学級集団の雰囲気を媒介して間接的に、

学級内の「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」に負

の影響、「被援助に対する肯定的態度」に正の影響を

与える。 

生徒たちにとって学級とは、家庭と同じくらい長い

時間を他者と共に過ごす場所である。この学級が暖か

く柔らかい雰囲気であることやその中で一緒に生活す

る教師や友人たちとの関係が良いことは、いざ悩みや

心配事を抱えた時に彼らに相談してみようとする思い

を促進するだろうと考えられる。担任教師としては、

日頃から生徒とどのような関係を築き、どのような働

きかけを行い、どのような学級風土を築いていくべき

かという指針になる可能性がある。 

また、本研究では中学生を対象とした研究を行う。

なぜなら、不登校や暴力行為といった多様な学校不適

応の問題は中学生の時期に急増するため(文部科学省, 

2021)、中学生が深刻な悩みを抱えた時に誰かを頼っ

たり相談したりすることは学校生活を送る上で重要で

あると考えられるからである。 

 

２．方法 

１ 調査対象者 

 X 県の公立中学校 A 校の生徒を対象に１クラス単位

の調査を実施した。全校生徒 524 名(男子 256 名,女

子 268 名)に回答を求め、444 名(男子 215 名,女子

211 名,答えたくない 18 名)から回答を得た。回収率

は 84.7％であった。欠損値のあったデータを除き、

444 名のデータを分析に用いた。学年ごとの内訳は、

1 年生 161 名、2 年生 132 名、3 年生 151 名であり、

学級数は 16であった。 

 

２ 調査内容 

（１）欲求支援行動尺度 

 肖・外山（2011）によって開発された「欲求支

援・阻害行動尺度」を使用した。この尺度は、「自

律性支援行動」、「自律性阻害行動」、「有能感支

援行動」、「有能感阻害行動」、「関係性支援行

動」、「関係性阻害行動」の 6 因子構造である。本

研究では担任教師が生徒に対してどのような働きか

けを行うことが被援助志向性を高めるかという「支

援」に特に焦点を当てていることと、調査対象者の

負担考慮という２点の理由から、3 つの「支援行動」

因子を用いた。「自律性支援行動」、「有能感支援

行動」、「関係性支援行動」には、それぞれ「私が

自ら決心するよう励ましてくれる」、「私が目標を

達成できるであろうと言ってくれる」、「私が行う

ことに関心を持ってくれる」といった項目が含まれ

ている。ただし、「有能感支援行動」の中の 2 項目

に関しては一部語彙表現に難しさを感じる生徒がい

る可能性を考慮して表現の修正を行った。「私のス

キルを改善するように促してくれる」の「スキル」

を「能力」へ、「私に価値のあるフィードバックを

与えてくれる」の「フィードバック」を「助言」へ

と変更した。以上の各 3 因子 4 項目、計 12 項目につ

いて、「完全にあてはまる（7 点）」〜「どちらとも

言えない（4 点）」〜「全くあてはまらない（1 点）」

の 7 件法で回答を求めた。また調査実施時には「担

任の先生のあなたに対する行動について、おたずね

します。次の各項目にあてはまる度合いを示してく

ださい。それぞれの文を読んで、『完全にあてはま

る(7 点)』～『どちらとも言えない(4 点)』～『全く

あてはまらない(1 点)』の中から、あなたにあてはま

ると思う数字 1 つに○をつけてください。回答の際

は、現在の『担任の先生』との関係を思い浮かべて

答えてください」との教示を行った。 

 

（２）学級風土尺度 

 「学級風土」は、児童生徒の構成や担任教師の指

導・支援行動など多様な要因から規定される学級全

体としての個性や性格、雰囲気のことである(Moss, 

1979)。伊藤(2001)は、「学級という場全体の動きが

個人の行動に与える影響は大きく、結果としての積

み重ねが学級風土を通して個々の成長にかかわる」

として、個人と集団の相互作用に着目しながら「学

級風土」を把握するための尺度を作成した(伊藤・宇

佐美,2017)。この学級風土尺度から「自然な自己開

示」因子上位 3 項目を用いた。この因子には「自分

達の気持ちを気軽に言い合える」といった項目が含

まれている。これら 3 項目について、「そう思う（5

点）」、「少し思う（4 点）」、「どちらともいえな

い（3 点）」、「あまりそう思わない（2 点）」、

「そう思わない（1 点）」の 5 件法で回答を求めた。

また調査実施時には「あなたが所属するクラス(学

級)についてお聞きします。以下の質問に対して、あ

なたにあてはまると思う数字１つに○をつけてくだ

さい。回答の際は、『現在のクラス』を思い浮かべ

て答えてください」との教示を行った。 

 

（３）被援助志向性尺度 

 本田・新井・石隈（2011）が作成した「友人、教

師に対する被援助志向性尺度」を使用した。この尺

度は、中学生が身近な援助者である友人、教師、家

族に対して援助を求めるとしたらどのような思いや

考えがあるかを尋ねる項目で構成され、「被援助に

対する肯定的態度」、「被援助に対する懸念や抵抗

感の低さ」の２因子構造である。「被援助に対する

肯定的態度」は「問題解決のために、先生（友人）

からの適切な助言が欲しいと思う方である」など 6

項目、「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」は

「先生（友人）は、自分の抱えている問題を解決で

きないだろう」など 7 項目の計 13 項目からなるが、

本研究では「担任教師に対する被援助志向性」と

「学級の友人に対する被援助志向性」の 2 パターン

をそれぞれ尋ねたので全 26 項目となった。これら全

26 項目について「あてはまる（4 点）」「少しあて



 

はまる（3 点）」「あまりあてはまらない（2 点）」

「あてはまらない（1 点）」の 4 件法で回答を求めた。

また調査実施時には「自分一人で解決するには、非

常に困難な問題に直面した場合の『あなたの気持ち』

をおたずねします。もし、クラスの友人［担任の先

生］に相談するとしたら、どう思いますか。あなた

の気持ちに１番合う数字 1 つに○をつけてください。

回答の際は、現在の『クラスの友人［担任の先生］』

を思い浮かべて答えてください」との教示を行った。 

 

３ 調査時期および実施方法 

 調査の実施時期は 2023 年 10 月。調査実施に際し

て、まず学校長に調査内容を確認してもらい、質問

紙の各項目をチェックしてもらった。承諾が得られ

た上で、授業時間を用いて学年ごと学級単位で実施

された。調査に対する同意については、質問への回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答は自由意志であること、答えられない質問や、答

えたくない質問は無理に答えなくてよいことを質問

紙に明記し、その旨を調査実施者より口頭でも説明

した。また質問紙調査は無記名式で行うこと、調査

者以外に回答を知られることはないことも明記し説

明した。さらに、回答の回収はシール付き個別封筒

を用いて行った。統計処理には SPSS(Version27)を使

用した。 

 

３．結果 

１ 各尺度の検討 

 各尺度の各因子の平均値を尺度得点として算出し

た。各尺度の記述統計量と α 係数を Table1 に、各

尺度の下位尺度間の相関係数を算出した結果を

Table2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

度数 平均値 標準偏差 α係数

＜欲求支援行動＞

自律性 444 22.18 4.61 .90

有能感 444 21.83 5.00 .90

関係性 444 21.15 5.02 .89

＜学級風土＞

自己開示 444 11.13 2.93 .75

＜被援助志向性＞

懸念担任 443 11.49 3.98 .84

肯定担任 443 15.54 4.74 .88

懸念友人 443 13.97 4.54 .82

肯定友人 443 16.91 4.27 .84

Table1　各尺度の記述統計量とα係数

1 自律性 －

2 有能感 .91 ** －

3 関係性 .89 ** .88 ** －

4 自己開示 .42 ** .41 ** .48 ** －

5 懸念担任 -.47 ** -.45 ** -.48 ** -.37 ** －

6 肯定担任 .27 ** .28 ** .30 ** .24 ** -.07 －

7 懸念友人 -.22 ** -.17 ** -.24 ** -.34 ** .62 ** .05 －

8 肯定友人 .16 ** .17 ** .17 ** .33 ** -.05 .58 ** -.02 －

3 7 8

Table2　欲求支援行動、学級風土、被援助志向性の下位尺度間の相関係数

* p <.05, **p <.01

1 2 654



 

２ 学級内被援助志向性モデルの検討 

 本研究では、担任教師の働きかけが直接または学

級風土を媒介して、学級内の被援助志向性と関連す

るという仮説モデルを設定し、最尤推定法による構

造方程式モデリングで検討した。分析には、Amos26

を用い、このモデルの分析において有意水準 5％で有

意でなかったパスを削除し、これを最終的なモデル

とした。「担任教師に対する被援助志向性モデル」

と「学級の友人に対する被援助志向性モデル」の 2

パターンの適合度指標はそれぞれ、（担任教師）

GFI=.98、 CFI=.99、 RMSEA=.08、（学級の友人）

GFI=.97、CFI=.98、RMSEA=.00 であり、データとモデ

ルの適合は基準を満たしていると判断した。その結

果を Figure1,2 にそれぞれ示す。数値はいずれも標

準化したパス係数と相関係数を示した。 

 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 分析の結果、「担任教師に対する被援助志向性モ

デル」では、「自律性支援行動」が「被援助に対す

る懸念や抵抗感の低さ」に対してパスが有意であっ

た。また、「関係性支援行動」が「自然な自己開示」

に、「自然な自己開示」が「被援助に対する懸念や

抵抗感の低さ」「被援助に対する肯定的態度」に対

してパスが有意であった。「学級の友人に対する被

援助志向性モデル」では、「自律性支援行動」「有

能感支援行動」が「被援助に対する懸念や抵抗感の

低さ」に対してパスが有意であった。また、「関係

性支援行動」が「自然な自己開示」に、「自然な自

己開示」が「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」

「被援助に対する肯定的態度」に対してパスが有意

であった。 

      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自律性

R 2=.27
懸念担任

R 2=.23
有能感 自己開示

R 2=.06
肯定担任

関係性

注1)*** p <.001　　注2)誤差変数は省略している。

自律性

R 2=.14
懸念友人

有能感 自己開示

R 2=.23 R 2=.11
肯定友人

関係性

注1)*** p <.001　　注2)**  p<.01　　注3)誤差変数は省略している。

Figure1　担任教師に対する被援助志向性モデルの検討

Figure2　学級の友人に対する被援助志向性モデルの検討
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４．考察 

１ 担任教師に対する被援助志向性モデル（Figure1）

の検討  

本研究の目的は、担任教師の働きかけが直接また

は学級風土を媒介して、学級内の被援助志向性と関

連するという仮説モデルを構造方程式モデリングに

よって検討することであった。 

第一に、担任教師の欲求支援行動と担任教師に対

する被援助志向性との関連では、「自律性支援行動」

のみが直接的に「被援助に対する懸念や抵抗感の低

さ」に負の影響を与えることが明らかとなった。一

方で、「被援助に対する肯定的態度」に対しては、

担任教師の欲求支援行動からの直接的な影響は認め

られないことも明らかとなった。この結果から、仮

説１は部分的に支持され、担任教師の欲求支援行動

と担任教師に対する被援助志向性との関連では、担

任教師の「自律性支援行動」によって「被援助に対

する懸念や抵抗感」を低下させることが明らかにな

った。 

中学生を対象に、教師の「自律性支援行動」と生

徒の援助要請回避との関連を検討した Shu-Shen 

Shih(2013)の結果においても、教師の「自律性支援」

への認知と「援助要請回避」との間に有意な負の関

連が見られた。つまり、教師の「自律性支援行動」

を高く評価している生徒ほど、助けを必要としてい

る時には援助要請を行う傾向にあることが示された。

同時に、教師の「自律性支援」への認知と教師の

「心理的コントロール」のレベルへの認知との間に

も有意な負の関連が見られた。これらのことから、

教師が「自律性支援」を行うと、生徒は教師に対し

て管理的で支配的だとは思わず、自分の言葉を聞い

てくれる、受け止めてくれると感じることができ、

「被援助に対する懸念や抵抗感」が下がることが予

測できる。 

そのため、担任教師は日常的に、生徒の立場に立

ち、生徒に選択肢や機会を与え、要求をする際に論

理的根拠を提供する「自律性支援」を行うことで、

生徒が担任教師に援助を求める際の評価懸念を低下

させ、相談行動が促進される可能性が示唆された。 

第二に、担任教師の「関係性支援行動」が「自然

な自己開示」という学級風土を媒介し、間接的に

「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」に負の影響、

「被援助に対する肯定的態度」に正の影響を与えて

いた。この結果から、仮説２も部分的に支持され、

担任教師の「関係性支援行動」が学級内の「自然な

自己開示」を高め、その学級風土や雰囲気が担任教

師に対する被援助志向性と関連することが明らかと

なった。 

この点について、担任教師への信頼感と生徒の実

際の援助要請行動との関連を検討した中井(2022)で

は、教師に対する「安心感」が生徒の援助要請意図

（被援助志向性）を媒介し、担任教師への実際の援

助要請行動に関連することが明らかになっている。

この「安心感」には「教師がいることによる安心感」

と「教師との関係性に対する安心感」があると考え

られている（中井・庄司,2008）。また、担任に対す

る「安心感」と生徒の「学校適応感」との関連を検

討した西・石津(2022)の結果では、担任への「安心

感」が直接的にも、「生徒間の親しさ」という学級

風土を媒介して間接的にも、学校適応感「居心地の

良さ」「被信頼・受容感」「劣等感の無さ」に影響

していることが明らかとなった。これらのことから、

担任教師が「関係性支援行動」のような働きかけを

生徒に行うことで、担任教師がいてくれるこの「安

心感」ある学級ならば、生徒間の仲もよく、何を言

っても大丈夫、自分の言葉は受け止めてもらえると

いう「自己開示」しやすい雰囲気につながり、学校

適応において重要な被援助志向性をも高めることが

可能であると考えられる。 

そのため、生徒に対して理解や好意を示し、相手

が従事している活動について関心を持ち、関わろう

とする、担任教師による「関係性支援行動」がある

と、学級の「自己開示」の雰囲気が高まり、教師に

相談することへの不安が低下し、相談することへの

メリットを感じるようになると推察される。 

また、担任教師の「関係性支援行動」が直接では

なく、学級風土を媒介して間接的に被援助志向性と

関連していることから、教師の集団介入の重要性が

改めて示唆された。生徒指導や教育相談では個別介

入と集団介入の２つの側面があるが、個別アプロー

チだけでなく、「自然な自己開示」ができるような

安心感ある雰囲気づくりや学級経営が重要であると

考えられる。 

 

２  学級の友人に対する被援助志向性モデル

（Figure2）の検討 

第一に、担任教師の欲求支援行動と学級の友人に

対する被援助志向性との関連では、「自律性支援行

動」が直接的に「被援助に対する懸念や抵抗感の低

さ」に負の影響を、「有能感支援行動」が直接的に

正の影響を与えることが明らかとなった。一方で、

「被援助に対する肯定的態度」に対しては担任教師

に対する被援助志向性（Figure1）同様、担任教師の

欲求支援行動からの直接的な影響は認められないこ

とも明らかとなった。この結果からも、仮説１は部

分的に支持され、担任教師の欲求支援行動と学級の

友人に対する被援助志向性との関連では、担任教師

の「自律性支援行動」によって「被援助に対する懸

念や抵抗感」を低下させるが、「有能感支援行動」

によって逆に高まることが明らかになった。 

大学生・専門学生を対象として、援助要請傾向と

仮想的有能感（他者軽視）との関連を検討した橋本

(2013)の結果においても、仮想的有能感は「友人援

助」と有意な負の相関を示している。このことから、

担任教師の「有能感支援行動」による生徒への肯定

的期待が、他人を頼ることなく自力で問題解決を図

ろうとする気持ちを促進し、援助要請への懸念や抵

抗感を高める可能性も示唆された。 

この点からも、「有能感」だけでなく「自律性」

もバランスよく支援することの重要性が改めて明ら

かになった。「有能感」のみを高めることは友人へ

の援助要請において、必要な場面で頼れなかったり、



 

自分一人で解決できると信じ込んでしまったりと、

評価懸念や抵抗感を高める可能性が考えられる。 

第二に、担任教師に対する被援助志向性（Figure1）

同様、担任教師の「関係性支援行動」が「自然な自

己開示」という学級風土を媒介し、間接的に「被援

助に対する懸念や抵抗感の低さ」に負の影響、「被

援助に対する肯定的態度」に正の影響を与えていた。

この結果から、仮説２も両モデルにおいて部分的に

支持され、担任教師の「関係性支援行動」が学級内

の「自然な自己開示」を高め、その学級風土や雰囲

気が学級の友人に対する被援助志向性と関連するこ

とが明らかとなった。 

小学生の援助要請スタイルと学級風土との関連を

検討した林・中谷(2017)では、自律的援助要請と自

律的援助要請学級風土には正の関連があることが明

らかになっている。つまり、自分の学級の雰囲気を、

援助要請に対して肯定的である、「自己開示」をし

ても相手が受け入れてくれると捉えていると、援助

要請に対して肯定的であったり、実際の援助要請行

動がしやすいと考えられる。 

この点からも、担任教師の学級づくりや学級経営

が学級内の友人への被援助志向性に影響を及ぼすこ

とが新たに明らかになった。 

  

３ 総合 

両モデルの検討により、担任教師の「自律性支援

行動」は、対担任教師においても対友人においても

「被援助に対する懸念や抵抗感の低さ」を下げるこ

とが明らかになったため、「自律性支援」を行うこ

とで、教師と友人への相談懸念を低減できることが

明らかとなった。このことから被援助志向性を高め

るために、教師が「自律性支援」を行うことの重要

性が改めて示唆された。 

一方で、基本的心理欲求充足の３つの支援をバラ

ンスよく行うことの重要性も明らかとなった。担任

教師が「有能感支援」のみを行うと、友人への相談

時の評価懸念を高める可能性も考えられるためであ

る。 

最後に、欲求支援行動の中でも「関係性支援行動」

が「自己開示」を媒介し、間接的に教師や友人への

被援助志向性を高めることが明らかになった。学級

単位での援助要請を考えた時に、担任教師の働きか

けの中でも対人関係に関わる行動である「関係性支

援行動」が特に重要な要因である可能性が示唆され

た。担任教師が個別の支援はもちろんのこと、学級

経営や学級づくりといった集団介入も同時にバラン

スよく行うことで、「自己開示」の風土が醸成され、

学級内資源へ相談するようになることが期待できる。 

以上、担任教師は日頃から上記のプロセスを意識

した働きかけを意識的に行っていくことで、生徒の

被援助志向性を高めることができると考えられる。

問題が深刻化してしまった時に生徒が他人に相談し

ようと考えたり、問題化する前に予防的にも他人を

頼れるように、被援助志向性を日常的に高める工夫

に繋げたい。 

 

４ 今後の課題 

最後に、本研究の課題として以下の２点が挙げら

れる。第一に、本研究では学級風土に関して「自然

な自己開示」の一つの側面しか扱うことができなか

った。学級風土に関しては他にも様々な側面がある

ので、それらの指標も取り入れて関連やプロセスを

検討することが必要であると考えられる。 

第二に、本研究で扱った「被援助志向性」はあく

までも認知面であるので、実際の援助要請行動が生

起するまでのプロセスを検討したものではない。認

知面から行動面へのプロセスに着目した研究がさら

に蓄積されていくことが期待される。 
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